
●補助金の概要

●補助金の目的等

●交付実績 （単位：千円）

補助金現況調書

担当課室

補 助 内 容 等

補 助 金 の 名 称

補 助 対 象 者

補 助 開 始 年 度

国 ・ 県 補 助 状 況

性 質 分 類

対 象 者 ・ 団 体 等 が

補助金で行う活動内容

補 助 目 的 及 び 効 果

根 拠 規 定 等 名 称

（条例、規則、要綱）

補助率、補助基準等

項 目 令和６年度（決算） 令和７年度（決算）

交 付 件 数

令和５年度（決算）

決 算 額

国 支 出 金

県 支 出 金

そ の 他

総　　合　　評　　価

(上記方向性を選択した理由等)

一 般 財 源

●今後の方向性

方 向 性

企画室

銚子市結婚新生活支援補助金

⑤その他事業費補助

市民（低所得の若い世代）

令和3年度

①国・県協調補助

銚子市結婚新生活支援補助金交付要綱

婚姻に伴って住居を購入または賃貸、引越しやリフォームを行う。

経済的理由により結婚に踏み出せない低所得の若い世代を対象に、婚姻に伴う新生
活にかかる費用を助成し、婚姻する世帯の増加を図り、人口減少対策に資する。

夫婦共に婚姻日における年齢が39歳以下、かつ世帯所得500万円未満の新規に婚姻した世帯に対し、住宅の取得費又は
改修費、住宅賃貸費用、引越し費用などを対象に、上限30万円の補助金を交付する。
なお、令和5年度からは、世帯の所得制限を400万円未満から500万円未満に緩和したほか、補助金の上限額を夫婦共に
年齢が29歳以下の世帯については60万円に引き上げた。

上限30万円（夫婦共に29歳以下の場合　上限60万円）

9件

3,068

11件

3,091

5件

1,548

2,045 2,060 1,032

1,023 1,031 516

現状維持

結婚に伴う経済的負担を軽減することで、低所得の若い世代の婚姻のきっかけとな
り得る。

1



●補助金の概要

●補助金の目的等

●交付実績 （単位：千円）

補助金現況調書

担当課室

補 助 内 容 等

補 助 金 の 名 称

補 助 対 象 者

補 助 開 始 年 度

国 ・ 県 補 助 状 況

性 質 分 類

対 象 者 ・ 団 体 等 が

補助金で行う活動内容

補 助 目 的 及 び 効 果

根 拠 規 定 等 名 称

（条例、規則、要綱）

補助率、補助基準等

項 目 令和６年度（決算） 令和７年度（決算）

交 付 件 数

令和５年度（決算）

決 算 額

国 支 出 金

県 支 出 金

そ の 他

総　　合　　評　　価

(上記方向性を選択した理由等)

一 般 財 源

●今後の方向性

方 向 性

企画室

ちば銚子熱中小学校運営費補助金

①運営費補助

一般社団法人ちば熱中創造機構

令和7年度

④市単独補助

ちば銚子熱中小学校運営費補助金交付要綱

市内で行われる大人の社会塾「ちば銚子熱中小学校」の運営を行う。

本市への来訪者、移住者、二地域居住者など関係人口の創出・拡大を図る。

ちば銚子熱中小学校の事業運営や施設・環境整備に係る経費

補助対象経費に相当する額からこれに係る消費税及び地方消費税に相当する額を減
じた額

―

―

―

―

1件

600

600

現状維持

大人の社会塾「ちば銚子熱中小学校」の運営を支援することで、観光業への継続的
な経済効果、将来的な移住・定住者の促進など関係人口の創出・拡大を図る。
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●補助金の概要

●補助金の目的等

●交付実績 （単位：千円）

補助金現況調書

担当課室

補 助 内 容 等

補 助 金 の 名 称

補 助 対 象 者

補 助 開 始 年 度

国 ・ 県 補 助 状 況

性 質 分 類

対 象 者 ・ 団 体 等 が

補助金で行う活動内容

補 助 目 的 及 び 効 果

根 拠 規 定 等 名 称

（条例、規則、要綱）

補助率、補助基準等

項 目 令和６年度（決算） 令和７年度（決算）

交 付 件 数

令和５年度（決算）

決 算 額

国 支 出 金

県 支 出 金

そ の 他

総　　合　　評　　価

(上記方向性を選択した理由等)

一 般 財 源

●今後の方向性

方 向 性

企画室

銚子市ＵＩＪターンによる起業・就業者等創出事業補助金

⑤その他事業費補助

東京23区の在住していた者や東京圏に在住し、東京23区に通勤していた者のうち、銚
子市に移住して一定の条件（就職・テレワーク・関係人口・起業）を満たす者

令和7年度

①国・県協調補助

銚子市ＵＩＪターンによる起業・就業者創出事業移住支援金交付要綱

申請日から5年以上継続して銚子市に居住する意思を持ったうえで、「就業」・「テ
レワーク」・「関係人口」・「起業」のうちいずれかの働き方により就労する。

銚子市への移住及び定住の促進並びに中小企業等における人手不足の解消を図る。

本市へ移住した補助対象者の世帯の人数に応じて補助金を交付する。

単身世帯の場合は60万円、2人以上の世帯の場合は100万円
（2人以上の世帯の申請の場合であって、申請日の属する年度の4月1日時点において18歳
未満の世帯員を帯同して移住するときは、100万円が加算）

―

―

―

―

0件

0

現状維持

令和7年度より制度開始となったが、申請に至る者はいなかった。
銚子市内への移住・定住の促進及び中小企業等における人手不足の解消に資するた
め、引き続き制度周知に努める。
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●補助金の概要

●補助金の目的等

●交付実績 （単位：千円）

補助金現況調書

担当課室

補 助 内 容 等

補 助 金 の 名 称

補 助 対 象 者

補 助 開 始 年 度

国 ・ 県 補 助 状 況

性 質 分 類

対 象 者 ・ 団 体 等 が

補助金で行う活動内容

補 助 目 的 及 び 効 果

根 拠 規 定 等 名 称

（条例、規則、要綱）

補助率、補助基準等

項 目 令和６年度（決算） 令和７年度（決算）

交 付 件 数

令和５年度（決算）

決 算 額

国 支 出 金

県 支 出 金

そ の 他

総　　合　　評　　価

(上記方向性を選択した理由等)

一 般 財 源

●今後の方向性

方 向 性

企画室

銚子市地方バス路線運行維持費補助金

①運営費補助

京成バス千葉イースト株式会社、京成タクシーイースト株式会社

平成10年度

④市単独補助

銚子市地方バス路線運行維持費補助金交付要綱

路線バスの運行

地域住民、特に他に交通手段を持たない高齢者や学生・生徒などの利便性を確保す
るとともに、地域交通としてのバス運行の安定化を図る。

補助対象者が運行するバス路線の経常損失額分

補助対象経費の10/10

6件

34,589

6件

42,246

7件

52,733

6,918 12,710 14,618

27,671 29,536 38,115

現状維持

地域住民、特に他に交通手段を持たない高齢者や学生・生徒などの利便性を確保す
るため、路線の維持を必要とすることから、補助を継続していく。
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●補助金の概要

●補助金の目的等

●交付実績 （単位：千円）

補助金現況調書

担当課室

補 助 内 容 等

補 助 金 の 名 称

補 助 対 象 者

補 助 開 始 年 度

国 ・ 県 補 助 状 況

性 質 分 類

対 象 者 ・ 団 体 等 が

補助金で行う活動内容

補 助 目 的 及 び 効 果

根 拠 規 定 等 名 称

（条例、規則、要綱）

補助率、補助基準等

項 目 令和６年度（決算） 令和７年度（決算）

交 付 件 数

令和５年度（決算）

決 算 額

国 支 出 金

県 支 出 金

そ の 他

総　　合　　評　　価

(上記方向性を選択した理由等)

一 般 財 源

●今後の方向性

方 向 性

企画室

銚子鉄道軌道安全輸送設備等整備事業費補助金

②建設事業費補助

銚子電気鉄道株式会社

平成26年度

②国・県協調補助（市単独上乗せ等含む）

銚子市鉄道軌道安全輸送設備等整備事業費補助金交付要綱

鉄道輸送の安全を確保するための設備の整備を行う。

地域における基幹的公共交通機関であり、本市の観光シンボルである銚子電鉄の安
全輸送を確保するため、国及び県と協調補助を行う。

地域公共交通確保維持補助金交付要綱第98条第2項各号に定める設備の整備で
あって、安全輸送に資する設備の更新等に要した費用の一部

補助対象事業費の1/6（令和7年度～令和9年度に限り1/2）

1件

16,061

1件

42,250

1件

28,174

11,243 29,284 19,722

4,818 12,966 8,452

現状維持

銚子電鉄の設備投資に対し国、県、市の協調補助を行うことで、銚子電鉄の輸送の
安全を確保するとともに運行維持を図る。
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●補助金の概要

●補助金の目的等

●交付実績 （単位：千円）

補助金現況調書

担当課室

補 助 内 容 等

補 助 金 の 名 称

補 助 対 象 者

補 助 開 始 年 度

国 ・ 県 補 助 状 況

性 質 分 類

対 象 者 ・ 団 体 等 が

補助金で行う活動内容

補 助 目 的 及 び 効 果

根 拠 規 定 等 名 称

（条例、規則、要綱）

補助率、補助基準等

項 目 令和６年度（決算） 令和７年度（決算）

交 付 件 数

令和５年度（決算）

決 算 額

国 支 出 金

県 支 出 金

そ の 他

総　　合　　評　　価

(上記方向性を選択した理由等)

一 般 財 源

●今後の方向性

方 向 性

企画室

鉄道軌道安全輸送設備等緊急整備事業費補助金

②建設事業費補助

銚子電気鉄道株式会社

令和7年度

④市単独補助

銚子市鉄道軌道安全輸送設備等緊急整備事業費補助金交付要綱

鉄道輸送の安全を確保するための設備の整備等のうち、特に緊急の対応を必要とす
る設備の整備を行う。

地域における基幹的公共交通機関であり、本市の観光シンボルである銚子電鉄の安
全輸送を確保するため、補助を行う。

銚子市鉄道軌道安全輸送設備等整備事業費補助金交付要綱第２条に定める設備の整備等で
あって、鉄道事業法（昭和６１年法律第９２号）第５６条の規定による立入検査に基づき
行うもの（同条の立入検査に備えて事前に実施する設備の整備等を含む。）

補助対象経費の10/10

―

―

―

―

1件

17,380

10,585

6,795

現状維持

銚子電鉄の設備投資に対して市単独補助を行うことで、銚子電鉄の輸送の安全を確
保するため、運行維持を図る。
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●補助金の概要

●補助金の目的等

●交付実績 （単位：千円）

補助金現況調書

担当課室

補 助 内 容 等

補 助 金 の 名 称

補 助 対 象 者

補 助 開 始 年 度

国 ・ 県 補 助 状 況

性 質 分 類

対 象 者 ・ 団 体 等 が

補助金で行う活動内容

補 助 目 的 及 び 効 果

根 拠 規 定 等 名 称

（条例、規則、要綱）

補助率、補助基準等

項 目 令和６年度（決算） 令和７年度（決算）

交 付 件 数

令和５年度（決算）

決 算 額

国 支 出 金

県 支 出 金

そ の 他

総　　合　　評　　価

(上記方向性を選択した理由等)

一 般 財 源

●今後の方向性

方 向 性

洋上風力推進室

銚子市住宅用設備等脱炭素化促進事業補助金

②建設事業費補助

住宅用の省エネルギーや脱炭素化を促進する設備を設置する市民

平成23年度

②国・県協調補助（市単独上乗せ等含む）

銚子市住宅用設備等脱炭素化促進事業補助金交付要綱

居住する住宅に省エネルギーに寄与する住宅用設備の設置や電気自動車の導入、窓
の断熱改修

省エネルギー設備、再生可能エネルギー設備の導入を促進し、家庭におけるエネルギ
ーの消費量の減少、エネルギー供給の安定化を推し進めることで二酸化炭素の発生を
抑止し、地球温暖化防止を図る。

①住宅用太陽光発電システム ②窓の断熱改修 ③定置用リチウムイオン蓄電システム
④家庭用燃料電池システム(エネファーム) ⑤電気自動車
⑥プラグインハイブリッド自動車 ⑦V2H充放電設備

①1kWにつき（1kW未満切り捨て）10,000円で上限50,000円 ②補助対象経費の1/4で上限80,000円 ③上限70,000円 ④上限100,000円
⑤住宅用太陽光発電設備及びV2H充放電設備を併設する場合は上限150,000円、住宅用太陽光発電設備を併設する場合は上限100,000円
⑥住宅用太陽光発電設備及びV2H充放電設備を併設する場合は上限150,000円、住宅用太陽光発電設備を併設する場合は上限100,000円
⑦補助対象経費の1/10で上限250,000円

28件

2,110

30件

2,165

35件

2,737

2,110 2,165 2,377

360

現状維持

「ゼロカーボンシティ表明」をした本市の取組として、市民の意識啓発及びCO2排出
量削減を図るうえで必要性が高いため、補助を継続する。
【補助実績：①8件、②3件、③26件、⑤（太陽光併設）2件、⑦2件】
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